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  ２００３年４月１８日 
 

河川管理者に対する河川整備計画策定時における 
一般意見の聴取反映方法について（案） 

 
住民参加部会作業部会 

はじめに 
 
 淀川水系流域委員会（以下、委員会という）は、国土交通省が河川法に基づいて淀川

水系の河川整備計画を策定するにあたり意見を述べるとともに、関係住民の意見反映方

法について意見を述べることを目的として平成１３年２月に設置され、そのことを委員

会規約第２条に定めている。 
 
 委員会は、約２年間にわたる検討の結果、平成１５年１月１７日に提言「新たな河川

整備をめざして」を近畿地方整備局（以下、整備局という）に提出した。この提言の４

－８「住民参加のあり方」において、「河川管理者が河川整備計画を策定するにあたり、

どのように住民意見を聴取・反映すべきか」の具体的方法を別冊で提案することとした。

本抄は、この課題について考察し、提案するものである。 
 
 河川法（平成９年６月４日改正）第１６条の２は、河川管理者は河川整備計画の案を

作成しようとする場合において「必要があると認めるときは、公聴会の開催等、関係住

民の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。」と規定している。 
 
１．現時点における整備局の取り組み   
 
（１）河川整備計画策定にむけての説明資料（第１稿）の提出と説明会の開催 
整備局は、委員会が提言を提出する直前の平成１４年１２月末に委員会に対して

提出した「河川整備計画策定にむけての説明資料（第１稿）」（以下、説明資料

第１稿という）を河川整備計画「原案」の説明資料（第１稿）として公開し、平

成１５年２月１６日より３月９日まで各工事事務所（平成１５年４月１日より河

川事務所に名称変更）管内計１７カ所で一斉に住民等を対象とした「説明会」を

開催した。 
 
（２）「説明資料第１稿に係る具体的な整備内容シート第１稿」の提出 
この後、整備局は平成１５年３月１７日付で委員会に対し、「説明資料第１稿に

係る具体的な整備内容シート第１稿」（以下内容シート第１稿という）を提出し

た。 
 
２．整備局の取り組みについての評価 
（１）説明会 

説明会については、参加した住民等からは①一方的な説明に終始して住民の発

言の機会がなかった。（または、少なかった。）②形式的な集まりであった。③

セレモニーに過ぎない、など様々な評価や意見が聞かれる。整備局では、当該説

明会終了後も、期限を設けずＥメール、郵送、ファクシミリなどによる記名・匿

名での意見聴取を続けており、委員会はこの真摯な努力を評価する。 
 
（２）説明資料第１稿および内容シート第１稿について 

説明資料第１稿および内容シート第１稿における具体的な事業の「実施」ある
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いは「検討」などの判断に至る過程で行われたであろう各種検討・代替案などや、

第１稿で使われている専門用語についての説明がないため、本資料に基づいて住

民、住民組織、地域組織などがこれについて検討し、討論、議論することは大変

困難であると考えられる。 
１）複数の案の検討など判断形成過程が説明されていない。 
２）意見聴取・住民参加・合意形成にどのように取り組むのか記されていない。 
３）情報公開・情報共有の方策が記載されていない。 
４）構成が治水、利水などテーマ別になっているので個々の河川流域としての

把握や理解がしにくい。 
 
３．対話集会もしくは対話討論会（ワークショップ等）開催の必要性 
 
（１）提言における討議、討論 

淀川水系流域委員会は、その「提言」（０３０１１７版）の４－９「淀川河川

整備計画策定・推進にあたって河川管理者が行うべき住民との関係構築」（１）

河川整備計画策定時２）住民との連携・協働のなかで、つぎのように提言してい

る。 
・（前段略）幅広く「討議」すること。 
・（前段略）意見聴取にとどまらず、深い「討論」を行うこと。 

 
（２）対話集会もしくは対話討論会（ワークショップ等）の考え方 

この提言により、整備局は、今後、（説明資料第１稿）および（内容シート第

１稿）について、その中に「実施」「検討」などの判断に至る過程で行われたで

あろう各種検討・代替案などの説明を補充するとともに、住民、住民組織、地域

組織などにわかりやすく改良した上で、住民、住民組織、地域組織等に対して説

明するのみにとどまらず、河川法第１６条の２に定める「公聴会」を開催すべき

である。 

この公聴会は円卓方式の「対話集会」もしくは「対話討論会」とし、河川管理

者と参加住民、住民組織、地域組織などとが委員会と同様に公開で討議、討論を

行い、議事録などは全て公開されるべきである。もちろん一般の傍聴、報道関係

者の立ち入りも自由とする。 

この円卓方式の「対話集会」もしくは「対話討論会」は、関係住民と行政の意

見交換の場であり、進行にあたっては進行・調整の役割を担う人物（いわゆるフ

ァシリテータ）を置いて行うことが望ましい。この進行・調整役は、河川管理者、

関係住民等から中立の立場にあり、信頼・信望があり、また、決断力、とりまと

め能力に優れた有能な人材が求められる。 

そこでは、河川管理者が(説明資料第１稿）を作成する過程で検討されたであ
ろう種々の案の中から、どのような考え方で「実施」を選択したか、今後関係住

民等との合意形成についてどのように考え、取り組むのか、などが明らかにされ、

また、関係住民等からも「実施」と選択された事業について、その利害得失を含

んだ意見、提案、代替案が提出され、それらを含め、双方納得ゆくまで議論すべ

きである。 

この議論の過程と結果をどのように整備計画に反映するのかについては、どこ

まで議論し、反映すれば「反映した」ことになるのか、法的な、あるいは一般的

な定義はないが、議論や意見交換の中での河川管理の専門家・技術者としての整

備局の迅速かつ誠意ある対応により相互の信頼・安心関係を醸成することが大切

である。 

住民や住民団体、地域組織等の意見、提案、代替案の提出に対しては、整備局
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は見解（書）を出し、それに対する住民の反論を受け付ける、という作業を繰り

返し、一定の「めやす」（判断基準）に基づいて判断し、計画に反映されるべき

であるが、反映にあたっては、住民の訴える意見内容の重要度や切実さの度合い

に応じて優先順位や反映方法なども関係住民等と話し合って決めることが望ま

しい。 
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（３）開催方法と留意事項について 
１）進行・調整役（ファシリテータ）として委員会委員を除く適任者を選任する。 
適任者として考えられる要件 

 ①異なった意見や立場を理解できる人 
 ②コミュニケーションに長けた人 
 ③自分の意見を言わない人 
 ④社会的大義を持っている人（公平性、平等性など） 
 ⑤双方が信頼でき信任できる人 

２）「対話集会」or「対話討論会」の公開～参加・傍聴自由 
３）結果の情報公開～ＨＰ・文書などで全てを情報公開する。 

 
４．結果の反映方法について（必要な措置としての第三者機関への諮問） 
（１）河川管理者は、「対話集会」or「対話討論会」で聴取した意見をどのように
河川整備計画に反映すべきかを第三者機関（例：委員会等）に諮問すること

が合理的であると考える。進行・調整役（ファシリテータ）は第三者機関 

   に参加することが望ましい。 
（２）第三者機関（例：委員会）は諮問を受けて整備局が住民・住民組織・地域組

織から聴取した提案や代替案をどのように整備計画に反映すべきかを具体

的に検討し、整備局に報告する。 
（３）第三者機関（例：委員会）は検討に際して必要と認めるときは、整備局から

独立して意見陳述者から直接に意見聴取を行うことができるようにすべき

である。 
（４）整備局は第三者機関（例：委員会）の報告を尊重して河川整備計画を策定す

る。 
５．「めやす」（判断基準） 

聴取意見を計画（意思決定）に反映するための検討に際しては、以下に掲げる

全てのめやす（判断基準）を満足しなければ採用しない、というものではなく、

以下のめやす（判断基準）のできるだけ多くを充足することが望ましいが、それ

らのうち例えひとつでも充足すれば採用することができるよう、「提言」（０３

０１１７版）の本意に則り、「余裕」を以て臨むことが大切である 

[判断のための「めやす」として考えられるもの] 

第１段階 
        （１）法適合性 
        （２）公益性 
        （３）重要性 
        （４）緊急性 
        （５）必然性 
        （６）必要性 
        （７）社会的意義 
        （８）将来性・将来像（発展性） 
       第２段階 
        （１）技術的等可能／不可能 
        （２）予算的可能／不可能 
        （３）優先順位  
        （４）費用／効果 
       第３段階  
        （１）地球環境～大循環・温暖化など。 
        （２）流域環境～水循環・物質循環（窒素・リンなど）・生物多様性・連続性等 
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        （３）地域環境～うるおい、美しさ、快適性、くらし、産業など経済性、安全性、 
教育、子ども、など。 

 
  ６．反映の態様  
        （１）意見、提案、代替案を採用する場合  
            １）意見そのものを採用（全部・一部）する。  
            ２）意見の精神（または趣意）を採用する。  
            ３）意見を一部修正して採用する。 
            ４）意見をベースにして更に敷衍して採用する。  
        （２）不採用とする場合（上記、５．のめやす（判断基準）に適わない場合）  
            １）法の規定や趣旨にそぐわない。 
            ２）実施不可能（技術的問題・制度的問題など） 
            ３）河川整備の方向性（流れ）に逆行  
            ４）必要性がない。 
            ５）社会的意義が低い、もしくは、ない。 
            ６）社会的合意が得られない、もしくは、得られそうにない。 
        （３）保留・検討の場合 
            １）必要であるが緊急性がない。 
            ２）他に優先すべき課題がある。 
            ３）法的検討に時間を要する。  
            ４）技術的検討などに時間を要する。 
            ５）社会的合意形成に時間を要する。 
            ６）実現方法の検討に時間を要する。 
        （４）その他 
            １）委員会の提言と合致している。 
            ２）委員会の提言に基づき（説明資料第１稿）に折込み済み。 
        （５）意見具申・陳述者とのコミュニケーション 
            １）意見採否を連絡する。 
            ２）見解を提出する。 
            ３）具体化の方向性を示す 
        →その場合には担当窓口、担当者、連絡方法などを明示する。 
            ４）反映結果の報告～実施の過程と結果を報告する。  
            ・ 
            ・   ～数年後？（この間コミュニケーションの持続・連携・協働も視野に） 
            ・  
            ５）事後評価報告（コミュニケーションの完了） 
 
７．意見反映の過程・結果の情報公開 
（１）さまざまなメディアの活用 
（２）さまざまな場の設定 
（３）さまざまな機会の設定 
（４）常設窓口・広報担当者の設置  

 
８．本抄で用いた用語の説明 
 
（１）関係住民 

ここでいう「関係住民等」とは、河川から利益や被害を受ける「川と関わりの

ある人」を言う。河川が多様な側面と総合的な内容を有することにより、「川に
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   ３）聴取対象者の意見内容による分類（権利防衛参加の細分化） 

 

① 生命・健康・身体に影響があるもの （例：洪水等で死傷する恐れがある） 

② 財産に影響があるもの       （例：家財等が浸水被害にあう） 

③ 環境に影響があるもの       （例：悪臭や騒音被害にあう） 

④ 生活活動に影響があるもの     （例：趣味のゴルフができないなど） 
 
（２）代替案 

提示された計画を大きく変更する対案の提案から、計画書などの「字句の修正」

に至るまでの幅広い案の提案をさす。 
 
９．説明資料、内容シートおよび整備計画作成のあり方 
      １）住民等にわかりやすい表現と配慮 
      ２）難解な表現や用語の使用、誤解を生じるような表現を避ける。 
      ３）複数の解釈が生じるような表現は避ける。 
      ４）わかりやすく明瞭に 
      ５）住民の視線での記述 
      ６）図表の多用。 
      ７）論点の図表化 
      ８）従来との対比表 
      ９）用語集の添付 
    １０）データや資料の充実 
    １１）複数の案の検討など判断形成過程の説明。 
 
１０．もの言わぬ大衆（いわゆるサイレントマジョリティ）からの意見聴取に関する 

参考資料 

Ａ．もの言わぬ大衆（いわゆるサイレントマジョリティ）からの意見聴取、合意形

成についての考察 

（１）大衆がもの言わぬ原因としてつぎのようなことがらが考えられる。 

① 関心がない。 

② 自分とは無関係という認識。 

③ 情報源がない。（少ない。） 

④ 広く情報が公開されているにも拘らず知らない。（認識していな

い。） 

⑤ 情報が提供されないため判断できない。 

⑥ 情報が提供されていても理解しにくい。（できない。） 

⑦ 意見を言いたくても言えない何らかの事情や状況がある。 

⑧ 意見を言う場が無い。 

⑨ 行政に対する不信や反感。 

⑩ 意見を言っても無駄だというあきらめ。 

（２）情報公開について。 

①情報公開のないところに住民参加はありえない。 

②情報公開に限界を設けるべきではない。行政は自らにとって不利な

情報を含むすべての情報を適切に公開し続けるべきである。 

③いくら情報公開を徹底しても、全ての住民に情報が行き渡るという

保障はない。 
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④本来、情報とは、関心をもって得ようとする者（のみ）が得ること

ができるものである。 

⑤得た情報をどのように認識し、評価し、判断し、行動するかは本人

の意思に委ねられている。 

 

Ｂ．「合意形成について」 

 

全住民、あるいは圧倒的多数の合意形成でなければならず、一部の人々の合意形成で

は十分とは言えないという考え方がある。しかし、合意形成とは、どのような領域の

ものであれ、それと「関係を持とうとする人々」の合意形成以上のものではあり得な

いものである。 

河川における合意形成も、河川と関わりながら暮らそうとする人々の合意形成であ

り、とりわけ都市河川では全住民の合意になり得ない。私達は、流域の全ての人々の

得たいと考えている。しかし、目標としての全ての人々の合意形成と、現実に成立す

る合意形成を同一化することは、この議論に混乱をもたらすだけである。 

したがって、この問題は、つぎのように整理した方がよい。今後の河川のあり方につ

いての全ての人々の合意を形成するためには、「すべての人々が河川と関わる社会」

をつくるにはどうしたらよいかを考えなければならない。つまり、流域の人々の河川

とのかかわりを回復する以外に全ての人々の合意形成を実現する方法はない。 

明治以降の日本の近代化は、一方で中央への集権化を生み、他方では様々な側面を持

っていた人間の認識する力や判断する力を否定し、知性による認識や判断にそれらを

集権化させた。後者の結果は専門化の時代を生み、そこからもれた人々の川を見る目

や川への想い、さらにそれらと結びついた河川技術を喪失させた。その結果、現代の

私達は治水や利水の面では前進しても、川が川らしくなくなってしまったという現実

にとまどい、人々の川離れに直面しているのである。 

したがって、これからの河川政策は、まず、人々が河川とかかわるようにするために

はどうすればよいかに重心をおかねばならない。その一番いい方法は、河川の管理権

を地域の人々に返すことである。河川を自分達の手の届くところに置くことによっ

て、地域と流域の関係、流域と水利用の関係などを調整する力を流域の人々が持つよ

うにならなければ永遠に合意形成はあり得ない。 

（引用：哲学者 内山 節 河川における専門性と非専門性～新たな合意形成をめざ

して～高橋 裕編著「地球の水危機」より） 
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Ｃ.サイレントマジョリティに関する提言説明会（1/18 開催）参加者からの 

住民意見の聴取・反映方法に関するご提案の抜粋 

 

最近、淀川水系流域委員会でも Silentmajority ということが話題になることがあ

ります。これは、「物言わぬ多数の人々の意見も尊重しなければならない」という考

えに基づくものだと理解していますが、本当にこのようなものが存在するのでしょう

か。 

この考え方自体は立派な考えだと思いますが、まずある事柄について

Silentmajority があるのかないのか、あるとしてそれはどういうものなのか（ひとつ

の総体として存在するのか、そうではないのか）など、いずれにしても受けて側（意

見を募集する側）の想像にすぎません。 

 

私自身、前述のように述べましたが、Silentmajority は確かに存在すると思ってい

ます。しかしながら、これは意見と呼べるものではないとも思っています。   

Silentmajority という考え方は「結果の平等」「結果の民主主義」を考えるあまり出

てきたものだと思います。 

 

これは悪平等につながるものであり、意見を述べる機会が広く平等にあれば、単に

機会を放棄しているということだけになると思います。 

 

そこで、上記の考え方に基づき、①広く意見聴取を行っていることを周知すること。

（可能な限りあらゆる媒体を使う。）②意見を受け付ける窓口を常設すること。（出来

るだけ数多く設け、朝 8時から夜 9時まで開き、土曜日曜祝日も開く。③期間を設け

ないこと。（いつでも意見を述べたい時にそれが可能であること。）④意見表明の方法

に制限を設けないこと。（文書、口頭等。）⑤表明された意見に対しては、必ず回答す

ること。（出来るだけ一般公開する。） 

 

以上の 5 点プラス障害者等通常の意見表明方法が取れない人たちへの配慮を行え

ば、機会の平等が担保されることになり、多種多様な本当の住民意見の聴取が可能に

なると考えます。 

 
 
 
 


